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放課後児童クラブ、放課後子供教室、
放課後等デイサービス
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○登録児童数 1,392,158人

○支援の単位数 36,209単位

○クラブ数 26,683か所

（参考：全国の小学校18,713校）

○利用できなかった児童数（待機児童数） 15,180人

【事業の内容、目的】

【現状】（令和４年５月現在）

放課後児童クラブの概要

共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適切な遊び及び生活の場を与え

て、その健全な育成を図る。

※平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行

※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】

○「新・放課後子ども総合プラン」（平成30年９月14日策定）を踏まえ、放課後児童クラブに
ついて、2023年度末までに計約30万人分（約122万人から約152万人）の受け皿整

備を図る。また、子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブ
の役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

10,994 
11,803 

12,782 
13,698 

14,457 
15,184 

15,857 
16,685 

17,583 
18,479 

19,946 
20,561 

21,085 21,482 
22,084 

22,608 

23,619 
24,573 

25,328 
25,881 

26,625 26,925 26,68326,528 

28,198 

30,003 

31,643 

33,090 

34,577 
35,398 

36,209 

5,851 6,180 

9,400 

11,360 
12,189 

14,029 
13,096 

11,438 

8,021 
7,408 7,521 

8,689 

9,945 

16,941 17,203 17,170 17,279 
18,261 

15,995 

13,416

15,180

392,893 

452,135 

502,041 

540,595 

593,764 

654,823 

704,982 

749,478 

794,922 807,857 814,439 
833,038 

851,949 

889,205 

936,452 

1,024,635 

1,093,085 

1,171,162 

1,234,366 

1,299,307 1,311,008 

1,348,275

1,392,158

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H12

年

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 R元年 R2年 R3年 R4年

クラブ数

支援の単位数

利用できなかった児童数（待機児童数）

登録児童数

※５月１日現在（令和２年のみ７月１日現在） 厚生労働省調査

（か所） （人）
［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］
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「新・放課後子ども総合プラン」の推進

放課後子供教室 （文部科学省） 放課後児童クラブ （厚生労働省）

○共働き家庭等の「小1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備等を進める

趣旨・目的

取組の現状

【４つの推進方策】

○市町村行動計画等に
基づく計画的な整備

○学校施設の徹底活用

○共通プログラムの充実

○総合教育会議の活用
による総合的な
放課後対策の充実

「新・放課後子ども総合プラン」に掲げる国全体の目標（2023年度末まで）

趣旨
すべての子供を対象として、学習支援や多様なプログラム
を実施

共働き家庭などの小学校に就学している児童を対象として、
放課後に適切な遊びや生活の場を提供

令和５年度予算案 ７１億円の内数 １，２０５億円

実施数 １７，１２９教室 ２６，６８３か所

一体型 ５，８６９か所

登録児童数 ― １，３９２，１５８人

新規開設分の
小学校での割合

―
５５％

（４，５９９か所のうち２，５０８か所）

実施場所 小学校 ７3．1％、その他（公民館、中学校など）２6．9％ 小学校 ５３．１％、その他（児童館、公的施設など）４６．9％

目標等

※放課後子供教室の教室数（令和４年度に実施する活動数）及び実施場所は令和４年１１月時点、放課後児童クラブの箇所数と一体型、新規開設分の小学校での割合、実施場所における割合は令和４年５月時点の数値を記載

（平成30年9月14日策定・公表）

■放課後児童クラブについて、2021年度末までに約25万人分を整備し、待機児童解消を目指し、その後も女性就業率
の上昇を踏まえ2023年度末までに計約30万人分の受け皿を整備（約122万人⇒約152万人）

■全ての小学校区で、両事業を一体的に又は連携して実施し、うち小学校内で一体型として１万箇所以上で実施するこ
とを目指す。

■両事業を新たに整備等する場合には、学校施設を徹底的に活用することとし、新たに開設する放課後児童クラブの約
80％を小学校内で実施することを目指す。

■子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等
のより一層の向上を図る。

※令和5年１月時点更新
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令和４年度予算額 １，０６５億円 → 令和５年度予算 １，２０５億円

○ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学
校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るため
に要する運営費及び施設整備費に対する補助。

○ 実施主体：市町村（特別区を含む） ※市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができる

運営費（基本分）の負担の考え方

1 / 3

1 / 3

1 / 3国1 / 6

都道府県1 / 6

市町村1 / 6

保護者
1 / 2

※国(1/6)は事業主拠出金財源

子ども・子育て支援交付金 令和４年度 ９８１億円 → 令和５年度予算 １，０４６億円

子ども・子育て支援施設整備交付金 令和４年度 ８４億円 → 令和５年度予算 １５９億円

「新・放課後子ども総合プラン」（平成30年９月14日策定）を踏まえ、放課後児童クラブについて、2023年度末までに計約30万人分（約
122万人から約152万人）の受け皿整備を図る。また、子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底
し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

2018年度

約122万人
(予算)

新たなプランの期間（2019～2023年度）

約130万人
(予算)

約139万人
(予算)

約147万人
(予算)

約152万人
(新プランに
掲げる目標値)

約30万人分

2019年度 2020年度 2021年度 2023年度

約150万人
(予算)

2022年度

１．運営費等（主な内容）

（１）放課後児童健全育成事業（運営費）

放課後児童クラブの運営に必要な経費に対する補助

（２）放課後子ども環境整備事業

既存施設を活用して、新たに放課後児童クラブを実施するための改修等に必要
な経費に対する補助

（３）放課後児童クラブ支援事業
① 障害児を受け入れた場合の加配職員の配置等に必要な経費に対する補助

② 待機児童が存在している地域等において、アパート等を活用して、新たに放課
後児童クラブを実施するために必要な賃借料等に対する補助

③ 放課後児童クラブへの移動や帰宅する際の送迎支援に必要な経費に対する補助

（４）障害児受入強化推進事業等

（３）の①に加え、障害児を３人以上受け入れた場合の加配職員及び医療的ケア
児に対する支援に必要な専門職員の配置等に必要な経費に対する補助

（５）放課後児童支援員の処遇改善

① 18:30を超えて開所するクラブにおける放課後児童支援員等の処遇改善に必要な
経費に対する補助

② 放課後児童支援員の勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善に必要な経費に対す
る補助

③ 収入を3％程度(月額9,000円)引き上げるための措置に係る補助

（６）放課後児童クラブ育成支援体制強化事業

遊び及び生活の場の清掃等の運営に関わる業務や児童が学習活動を自主的に行え
る環境整備の補助等、育成支援の周辺業務を行う職員の配置等に必要な経費に対す
る補助 6

放課後児童クラブ関係予算のポイント

施策の目的

新・放課後子ども総合プランについて



３．研修関係（主な内容）

（１）放課後児童支援員認定資格研修

放課後児童支援員として認定されるために修了が義務づけられている
研修を実施するために必要な経費に対する補助

（２）放課後児童支援員等資質向上研修事業

現任職員向けの研修を実施するために必要な経費に対する補助

２．施設整備費（主な内容）

放課後児童クラブの施設整備に必要な経費に対する補助

＜国庫補助率嵩上げ（平成28年度からの継続）＞

公立の場合：（嵩上げ前）国１／３、都道府県１／３、市町村１／３
→（嵩上げ後）国２／３、都道府県１／６、市町村１／６

民立の場合：（嵩上げ前）国２／９、都道府県２／９、市町村２／９、社会福祉法人等１／３
→（嵩上げ後）国１／２、都道府県１／８、市町村１／８、社会福祉法人等１／４
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４．その他（保育対策総合支援事業費補助金により実施）

（１）放課後居場所緊急対策事業

待機児童が解消するまでの緊急的な措置として、待機児童が10人以上の
市町村における放課後児童クラブを利用できない児童を対象に、児童館や
公民館等の既存の社会資源を活用し、放課後等に安全で安心な子どもの居
場所を提供する。【拡充】

※主に４年生以上を対象にしていたものを全学年に拡大

（２）小規模多機能・放課後児童支援事業

地域の実情に応じた放課後の子どもの居場所を提供するため、小規模の
放課後児童の預かり事業及び保育所などを組み合わせた小規模・多機能の
放課後児童支援を行う。

Ⅰ 子どもの居場所の確保

（１）放課後児童クラブ巡回アドバイザーの配置（「若手保育士や保育事業者等への巡回支援事
業」の中で実施）

利用児童の安全確保や、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上が図られるよう、放課後
児童クラブを巡回するアドバイザーを市町村等に配置する。

（２）放課後児童クラブの人材確保支援（「保育士・保育所支援センター設置運営事業」及び
「保育人材等就職・交流支援事業」の中で実施）

放課後児童支援員の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するため、保育士・保育所支援
センター等において、求人情報の提供や事業者とのマッチングを行う。また、同センターと連携
し、市町村において就職相談等の支援を行う。

Ⅱ 育成支援の内容の質の向上

５．令和５年度予算における運営費の主な拡充内容

① 放課後児童健全育成事業（運営費）（子ども・子育て支援交付金）【拡充】

放課後児童支援員は、基礎資格＋研修受講という仕組みになっているところ、子ども・子育て支援交付金の算定上、この研修受講について、令和５年３月31日ま
でに研修を修了することを予定している者まで含む経過措置を設けている。

本経過措置が終了することを踏まえ、卒業してすぐに就職する職員などに一定の猶予が必要なこと、急な退職時等の職員確保が難しいこと等を考慮し、研修受講
については、「①研修計画を定めること、②採用から２年以内に研修修了を予定していること」という２つの要件を満たす場合は、研修を修了していない者も放課
後児童支援員とみなすことができるものとする。

② 放課後児童クラブ運営支援事業（子ども・子育て支援交付金）【拡充】

待機児童解消に向けた緊急対応として、学校敷地外の民家・アパート等を活用して事業を実施するための賃借料補助の対象に、プレハブの設置に係る経費（リー
ス代）を加えることとする。

③ 放課後児童クラブ利用調整支援事業（子ども・子育て支援交付金）【新規】

待機児童が生じている又は生じる見込みのある市町村において、放課後児童クラブの利用ができなかった児童等に対して、他の放課後児童クラブや児童館等、放
課後に利用可能な施設等の利用を斡旋するとともに、障害児の受入れに向けた調整を行うなど、待機児童解消への取組に係る経費を補助する事業を創設する。 7



コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

（委員）保護者代表・地域住民
地域学校協働活動推進員 など

学校運営協議会
学校運営や学校運営に必要な支援に関する協議を行う

※学校運営の責任者として教育活動等を実施する
権限と責任は校長が有する

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

地域学校協働活動推進員
地域と学校（学校運営協議会）をつなぐコーディネーターの役割

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を設置した学校）

⚫ 校長が作成する学校運営の基本方針を承認

⚫ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見

⚫ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

説明

説明

承認

意見

校長等

※ 地域学校協働本部
地域の人々や団体による「緩やかなネットワーク」
を形成した地域学校協働活動を推進する体制

地域学校協働活動

地域と学校が連携・協働して行う
学校内外における活動

教
育
委
員
会

意見

教職員の任用

任命

委嘱

学校運営

地域学校協働活動推進員

地域学校協働活動推進員

（委員）10～15人程度

・地域住民
・保護者
・地域学校協働活動推進員
・放課後児童クラブ関係者 など

地域住民等の参画を得て、
・放課後等における学習支援・体験活動（放
課後子供教室など）
・授業補助、校内清掃、登下校対応、部活動
補助などの学校における活動
・地域の防災活動やお祭り等地域の伝統行事
への参画など地域を活性化させる活動
などを実施

情報共有

情報共有

社会教育
団体・施設

文化・ｽﾎﾟｰﾂ
団体

企業・NPO

PTA
地域住民

保護者

子ども会



様々な地域学校協働活動

家庭教育支援活動 地域の行事、イベント、お祭り、
ボランティア活動等への参画

地域未来塾学びによるまちづくり・
地域課題解決型学習・郷土学習

学校に対する多様な協力活動

放課後子供教室

「地域学校協働活動」とは、幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに、
「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして、以下の様々な取組を組み合わせて実
施する活動

定 義



地域学校協働活動※

全ての児童生徒を対象に、退職教員や大学生等の地域住民等の協力により実施する原則無料の学習支援・体験活動等内容

※地域学校協働活動
地域と学校が連携・協働し、幅広い地域住民等の参画により、地域全体で子供たちの成長を支える多様な活動

【地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動の例】
・予習・復習、補充学習・ICT（学習アプリ等）を活用した学習
・英検・数検等検定試験対策、定期考査前の集中プログラム
・大学生等による進路相談
・実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室、地域探検、農業体験、
スポーツ教室など

○ 実費以外は原則利用者負担なし
○ 家庭の経済状況等にかかわらず、全ての児童生徒が参加可能
○ 放課後子供教室や地域未来塾等を活用して実施
○ 地域の退職教員や大学生、民間教育事業者、NPO等の多様な人材が学習を支援
○ 複数校の児童生徒を対象とした教育支援や、外国籍の生徒を対象とするプログラムなど
地域の実情に応じて多様な支援が可能

○ 地域学校協働活動の一環として、学習支援員や協働活動支援員等への謝金や消耗
品費等を補助

地域学校協働活動推進員
（地域と学校をつなぐコーディネーター）

○学校の教育活動、授業内容等の共有
○宿題実施にあたっての指導方法等の共有
○学校で実施できなかった体験活動や実験等の実施依頼

連携・協働

地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動
（放課後子供教室・地域未来塾）

地域住民等の協力を得ながら地域における学習支援・体
験活動を実施

➢ 社会的経済的背景によらず、誰もが学ぶことができる環境の実現
➢ コミュニティ・スクールとの一体的な推進により、学校での教育課程と連
動したプログラムの実施や、教育課程内では不足する部分の補習等の
実施が可能

学校と地域住民等が連携・協働して活動に関わることにより、地
域全体で子供たちの成長を支えていくための体制の構築を図る

地域住民等の参画による
放課後等の学習支援

学習支援員・協働活動支援員
等

（学習支援等の実施、サポート）

退職教員、大学生、地域住民、
民間教育事業者等の様々な地域人材

全ての児童生徒を対象に、放課後や土曜
日、夏休み等に、学校の空き教室や図書
室、公民館等において、退職教員や大学
生等の地域住民等の協力により、学習支
援等を実施

参画

連携・協働



地域と学校の連携・協働体制構築事業
～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進～

背景

・

課題

事 業 内 容

令和5年度予算額 7,066百万円

（前年度予算額 6,859百万円）

➤ 予測困難なこれからの社会においては、学校・家庭・地域が連携・協働し、社会全体で学校や子供たちの成長を支えることが重要

➤ コミュニティ・スクールは、学校や子供たちの課題の解決に向けて、保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持つ「当事者」として

学校運営に参画する学校運営協議会を置く学校（Ｒ４時点：15,221校)

➤ 社会教育活動である地域学校協働活動と密接につながることで、社会に開かれた教育課程の実現、いじめ・不登校、学校における

働き方改革、福祉・まちづくり・地域防災などの課題にも効果的な対応が可能となるため、全ての学校でコミュニティ・スクールと地域

学校協働活動を一体的に推進することが必要

第２章 新しい資本主義に向けた改革

２．社会課題の解決に向けた取組

（２）包摂社会の実現（共生社会づくり）

地域と学校が連携したコミュニティ・スクー

ルの導入を加速するとともに、…（略）

経済財政運営と改革の基本方針2022
（令和4年6月7日閣議決定）

【具体的な取組】

対 象
(交付先 )

： 都道府県・政令市・中核市

要 件 ：
① コミュニティ・スクールの導入又は導入計画があること
② 地域学校協働活動推進員を配置していること

補助率等 ： 国 1/3、都道府県 1/3、市町村 1/3
（10,000か所×約67万円（国庫補助））

支 援
内 容

：
地域学校協働活動推進員や地域ボランティア等に
係る諸謝金、活動に必要な消耗品費等

【事業の概要】

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進する自治体の

取組に対する財政支援（自治体向け補助事業）

➤ 地域学校協働活動推進員の配置

○ 10,000か所（30,000人）

※課題に対する効果的な取組等を評価し、

推進員の追加配置や常駐化を可能とする。

➤ 地域学校協働活動の実施

① 学校の働き方改革に資する取組

② 学習支援や体験・交流活動

→特に、子供を取り巻く課題に対応するための活動を充実

➤ 教育委員会の伴走支援体制の強化

○ CSアドバイザーの配置（都道府県等）

○ 研修の充実

①地域学校協働本部がカバーしている公立学校の数
②コミュニティ・スクールや地域学校協働活動に参画した地域住民等の人数
③コミュニティ・スクールを導入している公立学校の数

④各自治体が子供をめぐる課題に応じた目標を設定し、その目標を達成した自治体の割合
⑤学校に対する地域や保護者の理解が深まったと認識している学校の割合
⑥地域の子供の成長に貢献している実感がある住民の割合

測 定 指 標 （ K P I ）

⑥学校・家庭・地域が連
携・協働して、自立的・
継続的に地域課題の解
決が図られる

初期アウトカム（成果目標） 最終アウトカム
（成果目標）

中期アウトカム
（成果目標）

地域学校協働活動を実
施する自治体の増加

地域学校協働活動推進
員等の数の増加

アウトプット（活動目標）

コミュニティ・スクールの導入
や質の向上に関する研修
会の実施やアドバイザーを
派遣する自治体の増加

①多様な主体が参画し、様々な地域学
校協働活動を継続的に実施する体制
がある地域が増加

②コミュニティ・スクールや地域学校協働活
動に参画する地域住民等が増加

③地域住民と課題を共有し、解決に向け
た協議を行う体制がある学校が増加

※④子供を取り巻く課題の類型例
・学校運営上の課題（教育課程への対応、児童生徒の問題行動など）
・学校と地域の課題（地域防犯・防災、青少年の健全育成など）
・学校と家庭の課題（子供の貧困、学校外での学習習慣の定着など）

④子供を取り巻く課題が
改善した地域が増加

⑤地域との信頼関係が
向上した学校が増加

インパクト
（目指す姿）

地域全体で子供たちの成
長を支える社会を実現さ
せることで、学校を核とした
地域の活性化に寄与。

▶各自治体は、課題に応じた目標を設定し、事業年度ごとに取組の成果分析を実施。
▶国は、各自治体の成果を取りまとめ、事業年度ごとに事業全体の成果分析を実施。併せて、全国の好事例及び課題のある事例の共有を通して、各自治体の事業の改善に繋げる。

事業のロジックモデル（令和4年度秋の年次公開検証(秋のレビュー)より）



○事業の概要

・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力
向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立
を促進するとともに、放課後等における支援を推進。

○対象児童

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児
（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが

あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○利用定員

１０人以上

放課後等デイサービス
事業所

Ｃ中学校
Ｂ小学校

◆ 学校授業終了後又は休業日において、
生活能力の向上のために必要な訓練、
社会との交流の促進等
①自立した日常生活を営むために必要な訓練
②創作的活動、作業活動
③地域交流の機会の提供
④余暇の提供

◆ 学校との連携・協働による支援（学校と
放課後等デイサービスのサービスの一
貫性）

○提供するサービス

◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ
グラムの工夫

◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校
Ａ特別支援学校

放課後等デイサービス
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児童館、児童遊園、民生・児童委員

12



児 童 館 の 概 要

○施設整備費
・令和５年度予算
次世代育成支援対策施設整備交付金（６７億円）の
内数 ［補助率：定額（１／３相当）］

○ 児童福祉法第40条に規定する児童厚生施設の一つで、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を
ゆたかにすることを目的とする児童福祉施設

○ 遊びを通じての集団的・個別的指導、健康の増進、放課後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成・
助長、年長児童の育成・指導、子育て家庭への相談等

１．事業の目的、内容

○児童館ガイドライン
児童館の運営や活動が地域の期待に応えるための基本
的事項を示し、望ましい方向を目指すもの
（平成３０年１０月子ども家庭局長通知）

５．公的助成２．設置状況

３．設置及び運営主体

○ 職員：児童の遊びを指導する者（児童厚生員）の
配置

○設備：集会室、遊戯室、図書室及び便所の設置

４．児童館の設備と職員

○ ４，３４７か所 公営：２，３８１か所
民営：１，９６６か所

＜社会福祉施設等調査（令和３年１０月１日現在）＞

○都道府県、市町村（特別区含）、社会福祉法人等

６．運営について

○児童館実践事例集
好事例を事例集としてとりまとめたもの（令和２年３月）

○運営費
平成２４年度から地方交付税措置
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○２,１２１か所

（公営：２，０７０か所 民営：５１か所）
＜社会福祉施設等調査（令和３年１０月１日現在）＞

○敷地は、原則として３３０㎡以上。
（１）遊具（ブランコ、砂場、滑り台、ジャングルジムなどの設備）
（２）広場、ベンチ、便所、飲料水設備、ごみ入れ等
（３）柵、照明設備

児童遊園について

○児童遊園は、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操をゆたかにすることを目的とする屋外型の児童厚生
施設。（児童福祉法第４０条）

○児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３８条に

規定する児童の遊びを指導する者が配置される。

３．職 員

４．か所数

１．概 要

２．標準的設備

○平成１８年６月 体力づくり関係３省（文科省・厚労省・国交省）打合せ会の開催
→文部科学省を中心に連携方策の検討を行うことを確認。

○平成１８年９月２１日 文部科学省「スポーツ振興基本計画」告示
→「子どもの体力の向上のための方策」として、「地域の公園など住民のスポーツやレクリエーションの場、子どもが自由かつ安全に遊べる場の充実が
必要」「地域の公園については、子どもが一層自由かつ安全に遊べるよう、関係機関との連携を図る。」と記載。

○平成１８年１０月 厚生労働省「児童遊園のあり方及び今後の活用についての調査研究会」（座長：荻須玉川大学教授）の発足
→利用状況の実態把握を行うとともに、児童の体力増進、高齢者の利用や交流等について、平成１９年２月に報告書をとりまとめた。

（財団法人こども未来財団が実施する平成１８年度児童関連サービス調査研究事業）

（参考）児童遊園をめぐる動き

○昭和３９年度まで、設置費補助を実施
（昭和４０年度以降は、年金融資制度に切り替えたが、本制度も

平成１２年度をもって廃止）

５．国の助成
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民生委員・児童委員、主任児童委員について
● 「児童委員」は、市町村の区域に置かれ、地域のこどもたちが元気に安心して暮らせるように、こどもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配
ごとなどの相談・援助等を行う。＜民生委員は、児童委員を兼ねる＞（児童福祉法第16条）

● 「主任児童委員」は、関係機関等と児童委員との連絡調整や、児童委員の活動に対する援助・協力を行う。

民生委員・児童委員 主任児童委員

民生委員・児童委員の活動（民生委員法第14条及び児童福祉法第17条）
・ 地域の実情の把握
・ 地域での相談・援助活動
・ 行政事務への協力

【児童委員の活動事例】
・地域の児童、妊産婦、母子家庭等の状況を日頃から把握(家庭訪問・地域で
の情報収集等）
・支援が必要な児童等の相談に応じ、利用できるサービス等について助言

主任児童委員の活動（児童福祉法第17条）

・ 関係機関と区域担当の児童委員との連絡調整
・ 区域担当の児童委員の活動に対する援助・協力

【活動事例】
・児童相談所や保健所、学校等の関係機関と区域担当児童委員との連絡
調整

・個別支援において区域担当児童委員が悩んだ際の支援

活動内容

民生委員は、都道府県知事の推薦を受けて厚生労働大臣が委嘱する
（民生委員法第5条）

厚生労働大臣の指名は、民生委員法第5条の規定による推薦によって行う
（児童福祉法第16条第4項）

選 任

民生委員・児童委員の定数は、厚生労働大臣の定める基準を参酌して、市町
村の区域ごとに、都道府県知事が条例で定める（民生委員法第4条）

令和４年12月１日現在 定 数 240,547人（主任児童委員を含む）
委嘱者数 225,356人（同上）
充 足 率 93.7 ％

厚生労働省が定める定数基準（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長連名通知）
（例）都市部は、220～440世帯ごとに民生委員・児童委員１人を配置

町村部は、 70 ～200世帯ごとに民生委員・児童委員１人を配置

定数・委嘱者数

民生委員・児童委員の選任（雇用均等・児童家庭局長・社会・援護局長連名通知）

75歳未満の者を選任するよう努める

年齢要件

３年（民生委員法第10条）＜直近の一斉改選は、令和４年12月１日＞

任 期

主任児童委員の選任（雇用均等・児童家庭局長・社会・援護局長連名通知）

55歳未満の者を選出するよう努める

厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任児童委員を指名する
（児童福祉法第16条第3項）

令和４年12月１日現在 定 数 22,012人
委嘱者数 20,947人
充足 率 95.2 ％

厚生労働省が定める定数基準（同左通知）
（例）市町村ごとの民生委員・児童委員の定数が39人以下の場合、２人を配置

市町村ごとの民生委員・児童委員の定数が40人以上の場合、３人を配置
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学習・生活支援、こども食堂等
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不登校の子ども等を含め、家庭や学校に居場所がない学齢期以降の子どもに対する居場所の整備に必要な整備費・改修費の支援を行うと
ともに、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供、子ども・家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎ
を行う等の子どもの居場所に関する総合的な支援を実施する。

子どもの居場所支援整備事業・子どもの居場所支援臨時特例事業（概要）

食事の支援の様子中高生向けのフリースペースの様子 専門職による面談の様子

令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

【実施主体】
市町村

【補助割合】
国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

【補助基準額】
１か所当たり 17,635千円

子どもの居場所支援整備事業（整備費）

【実施主体】
市町村（NPO法人や社会福祉法人等に委託可）

【支援対象】
家庭や学校に居場所がない学齢期以降の子ども

【支援内容】
①安心・安全な居場所の提供

②生活習慣（手洗い・うがい、歯磨き）の形成

③学習（宿題の見守り等を含む）の支援

④食事の支援

⑤課外活動の提供

⑥専門職による支援計画の策定 など

【補助割合】
国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

【補助基準額】
①基本分 専門職を配置しない場合 １か所当たり 14,592千円

専門職を配置した場合 １か所当たり 15,850千円

②賃借料支援加算 １か所当たり 3,000千円

③開設準備経費加算 １か所当たり 4,000千円

子どもの居場所支援臨時特例事業（運営費）

事業概要

支援のイメージ

市町村

居場所支援
事業所

相談 利用案内
・勧奨

支援の
提供

利用

関係機関

要対協
学校
医療機関 等

情報共有等
の連携

事業
委託

（参考）支援の様子



支援対象児童等見守り強化事業

支援スタッフが訪問等を実施 子どもの居宅等

■支援が必要な子ども等の把握 ■養育状況の把握
■心のケア ■孤独・孤立の解消 など

見守り支援

見守り体制
の強化

相互連携・
情報共有

定期的な状況把握・支援

子育て支援を行う
民間団体等※

（子ども食堂.子ども宅食等）

※要対協の構成員に限定しない

○ 児童虐待のリスクの高まりを踏まえ、子育て世帯が孤立しないよう支援することが必要であるため、市町村の要保護児童対
策地域協議会が中核となって、子ども食堂や子ども宅食等の支援を行う民間団体等も含めた様々な地域ネットワークを総動員
し、支援ニーズの高い子ども等を見守り、必要な支援につなげることができる体制の強化を推進する。

① 子ども食堂や子どもへの宅食等を行う民間団体等と連携して、食事の提供や学習支援等を通じた子どもの状況把握を行うことにより、
地域における子どもの見守り体制の強化を支援する。

② 新たな地域における見守りの担い手としてのNPO法人の重要性にかんがみ、クーポン・バウチャー等の活用による学習塾、習い事、
子育て支援サービスなどの地域の多様な事業主体と連携した要支援児童家庭の新たな見守り強化モデルの確立を目指す。

目 的

① アウトリーチ型／居場所型

補助基準額：１か所当たり9,866千円
補 助 率：２／３
実 施 主 体：市町村（特別区含む）

状況の把握 食事の提供 学習・生活指導支援等

要保護児童対策地域協議会
・支援対象児童、特定妊婦等の状況の確認に関する
役割分担の決定

・確認や支援に関する進捗管理、総合調整 等

② クーポン・バウチャー等活用型

補助基準額：児童１人当たり５万円
補 助 率：１０／１０
実 施 主 体：市町村（特別区含む）※①アウトリーチ型/居場所型との併用可

■要支援家庭の多様なサー
ビス利用促進を通じた
見守り体制強化 など

見守り体制づくりクーポン・
バウチャー

等

市町村
（団体・外部へ委託可）

（利用者への相談支援、事業者連携その他）

スポーツ（習い事）

学習塾

一時預かり等

クーポン・
バウチャー等で
サービスを利用

ＮＰＯ等事業者

支援ニーズの高い子育て世帯

相互連携・
情報共有
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<児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金 >
令和５年度当初予算：208億円の内数（202億円の内数）



生活指導・
学習支援

食事の提供
（こども食堂等）

市区町村

子育て支援を行う民間団体等公的機関

こども家庭
センター

要保護児童対策
地域協議会

相互連携・情報共有
気になるこどもの情報を
公的機関に対し情報共有 等

生活指導・
学習支援・
食事の提供

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

○地域の実情に応じて、以下の①から③の支援を組み合わせて実施する。
①基本的な生活習慣の取得支援や生活指導
②学習習慣の定着等の学習支援
③食事の提供

○地域における支援体制を確立するため、関係機関の連携体制の整備を地域
の実情に応じて実施する。

【拡充内容】
（１）食事の提供にかかる費用を新たに補助する。

※③のみの実施も可能とするが、こども食堂等が適切に市区町村（こども家庭セン
ターや要対協等）と連携することを要件とする。

（２）関係機関の連携体制の整備にかかる費用を補助する。
（３）「地域子供の未来応援交付金」からのスムーズな移行を進めるための

自治体負担の激変緩和措置及びこれまで市区町村と連携が図られてい
なかった事業者が自治体と連携して事業を行えるよう、通常より高い
国庫補助率を特例的に設定する。

こどもの生活・学習支援事業

○ ひとり親家庭や貧困家庭等のこどもが抱える特有の課題に対応し、貧困の連鎖を防止する観点から放課後児童クラブ等の終了後に、ひと
り親家庭や貧困家庭等のこどもに対し、児童館・公民館・民家やこども食堂等において、悩み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の習得支
援・学習支援、食事の提供等を行うことにより、ひとり親家庭や貧困家庭等のこどもの生活の向上を図る。

※ こども家庭庁の発足を踏まえ、こども食堂等への補助事業である「地域子供の未来応援交付金」（内閣府）を本事業に統合。

【実施主体】都道府県・市区町村
【補 助 率】国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２（上記2(3)の場合の特例：国２／３、都道府県・指定都市・中核市１／３）

国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４ （上記2(3)の場合の特例：国２／３、都道府県１／６、市区町村１／６）
【補助単価】
○生活指導・学習支援

(1) 事務費 １事業所当たり 2,746千円
(2) 事業費（集合型） １事業所当たり 4,898千円（週２日以下の開催の場合・実施日数により異なる）
(3) 事業費（アウトリーチ型）１回の訪問が１日の場合 10,420円／回（半日以内の場合 6,700円）
(4) 実施準備経費 １事業所当たり ① 改修費等 4,000千円

② 礼金及び賃借料（実施前月分） 600千円

○食事の提供
１事業所当たり 3,500千円

○連携体制整備
１実施主体当たり 453千円

（子ども家庭総合

支援拠点等）

母子家庭等対策総合支援事業費補助金 令和５年度当初予算：162億円の内数（160億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

委託
・
補助



３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

ひとり親家庭等の子どもの食事等支援事業

困窮するひとり親家庭等や要支援世帯のこども等を対象とした、子ども食堂など、こどもの居場所や食への支援を行う。

【実 施 主 体】 特定非営利活動法人、一般社団法人等の非営利団体 【補助基準額】 １法人あたり 350,000千円
【補 助 率】 国：10/10

【１】国⇒中間支援法人

■子ども食堂等の事業者を対象として広域的に支援を行う

中間支援団体を公募し、選考委員会を開催した上で対

象事業者を決定。

【２】中間支援法人⇒子ども食堂等

■子ども食堂等から申請を受け付け、選考委員会を開催し

助成対象事業者を決定。事業実施に必要な費用を助成

（上限350万円）。

■助成対象事業者の活動状況について確認を行い、必要

に応じて、活動内容等に対してアドバイスを行う。

■事業の実施結果について報告を求め、適正な執行が行わ

れたかの確認を行う。

【３】子ども食堂等⇒ひとり親家庭等の子ども

■ひとり親世帯等の子どもに食事の提供等を行う。

⑤選定

国

中間支援法人

①公募 ②申請 ③補助

子ども食堂 宅食 フード
パントリー

実施主体

■中間支援法人：各地域において子

ども食堂、子ども宅食、フードパント

リー等の子ども等への支援事業を実

施している団体を支援している民間

団体

地域の困窮する子ども

■広域的な支援団体からノウハウの提

供を受けることが可能

■地域の実情に応じた柔軟な事業実

施形態

■「中間支援法人」を活用するこ
とで生活に困窮する子どもに迅
速に支援を届けることが可能

■子ども食堂等１か所当たりの助成上

限額を設定
④申請 ⑥補助・委託

■実施主体：民間団体

■補 助 率 ：定額

⑦食事、学用品、生活必需品の提供等

令和４年度第二次補正予算：25億円



○ 昨年末に閣議決定した「基本方針」において、今後のこども政策の基本理念として、「全てのこどもが、安全で安
心して過ごせる多くの居場所を持ちながら、様々な学びや、社会で生き抜く力を得るための糧となる多様な体験活動
や外遊びの機会に接することができ、自己肯定感や自己有用感を高め、幸せな状態（Well-being）で成長」できるよ
うにすることを掲げている。

〇 これに基づき、ＮＰＯ等と連携し、様々な居場所（サードプレイス）づくりやこどもの可能性を引き出すための取
組への効果的な支援方法を検討する。

令和４年度第２次補正予算：1.5億円

事業の内容

〇 ＮＰＯ等の民間団体が創意工夫して行う居場所づくりやこどもの可能性を引き出す取組への効果的な支援方法等を検
証するためのモデル事業を創設する。

＜想定されるテーマ例＞
・同年代のスタッフが運営するピアカフェの実施
・屋外においてこども達が自由に遊べるプレーパーク（冒険遊び場）の実施
・高校の空き教室等を活用したカフェの開設によるアウトリーチ支援
・障害のある子もない子も遊び、交流し育ち合う場の実施
・地域における居場所の普及定着を図るためのコーディネーターの配置や地域資源のネットワーク化

実施主体

○ 都道府県又は市町村（民間等への委託可）

〇 民間団体（全国展開しているオンラインの居場所に限る）

補助率

○ 定額（１０／１０相当）

趣旨・目的

※子ども・子育て支援対策推進事業費補助金で実施

ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業



子どもの学習・生活支援事業

＜子どもの課題とその対応＞

・日々の学習習慣の習慣づけ、授業等の
フォローアップ
・高校進学支援
・高校中退防止（定期面談等に
よる細やかなフォロー等） 等

学習支援
（高校中退防止の取組を含む）

・学校・家庭以外の居場所づくり
・生活習慣の形成・改善支援
・小学生等の家庭に対する巡回支援の
強化等親への養育支援を通じた家庭
全体への支援 等

生活習慣・育成環境の改善

高校生世代等に対する以下の支援を強化
・進路を考えるきっかけづくりに資する
情報提供
・関係機関との連携による、多様な
進路の選択に向けた助言 等

教育・就労（進路選択等）に関する支援

子どもの学習・生活支援事業

・高校進学のための学習希望

・勉強、高校卒業、就労等の意義を感
じられない

学習面

上記課題に対し、総合的に対応

生活困窮世帯の子ども等を取り巻く主な課題

・家庭に居場所がない

・生活習慣や社会性が身についていな
い

生活面

・子どもとの関わりが少ない
・子育てへの時間的・精神的余裕が
ない

親の養育

【実績】
・596自治体（66％）（R4）
・利用件数39,606（R4）

生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の子どもとその保護者

対象者

➢将来の自立に向けた包括的な支援 ：単に勉強を教えるだけではなく、居場所づくり、日常生活の支援、親への養育支援などを
通じて、子どもの将来の自立に向けきめ細かで包括的な支援を行う。

➢ 世帯全体への支援 ： 子どもの学習・生活支援事業を入口として、必要に応じて自立相談支援事業等と連携することで世帯全
体への支援を行う。

支援のイメージ

○ 子ども本人と世帯の双方にアプローチし、子どもの将来の自立を後押しできる。（貧困の連鎖防止）

期待される効果

22



社会的養護・ケアリーバーのアフターケア

23



２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

社会的養護自立支援事業等

○ 里親等への委託や、児童養護施設等への入所措置を受けていた者について、必要に応じて18歳の措置解除後（措置延長の場合は20歳）、22歳の年

度末まで、引き続き児童養護施設や里親家庭等に居住して必要な支援等を受けることができる事業に要する費用を補助する。

○ 現行、年齢要件が適用されない相談支援以外の居住費や生活費等の支援に関しても、22歳の年度末以降も支援が受けられるようにする。

【社会的養護自立支援事業】

○年齢要件の緩和
・令和４年の児童福祉法改正により、22歳の年度末以降も居住費や生活
費の支援を受けることができる改正を行ったが、令和６年度の法施行
前に22歳を迎える者は支援の対象から漏れてしまう。したがって、受
入や支援の体制が整っている場合については、法施行前においても、
22歳の年度末を迎える者を支援の対象とすることを可能とする。

＜22歳の年度末以降の主な支援＞

（※）上記に加え、児童養護施設等を退所後に自立したものの、その後に新たに
困難に直面した方について、退所した施設等において本事業を活用した支
援が再度受けられることを明確化する。（実施要綱改正）

支援内容 現行 拡充後

生活相談 ○ ○

就労相談 ○ ○

居住費支援
※１人当たり月額 397千円

（児童養護施設）
× ○

生活費支援
※１人当たり月額 51,430円
（就学・就労をしていない者）

× ○

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和５年度当初予算：208億円の内数（202億円の内数）



【補助基準額】

① 社会的養護自立支援事業

・支援コーディネーター配置 １か所当たり 6,176千円 ＋ 2,066千円（加算）（20ケース以上に対応している場合）

※ 複数名配置する場合、児童相談所の設置数を乗じて得た額を補助基準額とすることが可能

・居住費支援 １人当たり月額 397千円（児童養護施設） 等

・生活費支援 １人当たり月額 51,430円（就学・就労をしていない者）、11,410円（就学している者） 等

・生活相談支援 １か所当たり 12,144千円（常勤２名以上配置）

・就労相談支援 １チーム当たり 5,739千円 ※ 就労支援機関への同行支援を行う場合、568千円を加算

・学習費等支援

（特別育成費） 基本額 １人当たり月額 24,420円 補習費 １人当たり月額 20,000円

資格取得等特別加算 １人当たり 57,610円 補習費特別分 １人当たり月額 25,000円

・医療連携支援 １か所当たり 7,842千円 ※ 医療機関への同行支援を行う場合、568千円を加算

・退所後生活体験支援 １人当たり 53,700円

・法律相談支援 １か所当たり 3,000千円

② 身元保証人確保対策事業

・就職時の身元保証 年間保険料：10,560円

・賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 年間保険料：19,152円

・大学・高等学校等入学時の身元保証 年間保険料：10,560円

・入院時の身元保証 年間保険料： 2,400円

【実施主体】都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市、市及び福祉事務所設置町村

【補 助 率】国：1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：1/2
※市及び福祉事務所設置町村が実施する場合 国：1/2、都道府県：1/4、市・福祉事務所設置町村：1/4

３ 実施主体等



＜社会的養護自立支援拠点事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 措置解除者等や自立支援を必要とする者（※）を対象
※ 例えば、一時保護をされたが措置には至らなかった場合、施設に入所等しながら退所後を見据えた利用を行う場合、施設の退所等の後に利用する場合

➢ 相互の交流を行う場所を開設し、対象者に対する情報の提供、相談・助言、関係機関との連絡調整等を行う。

○ 施設入所等の措置等を解除された者等（措置解除者等）の実情を把握し、その自立のために必要な援助を行うことに
ついて、都道府県が行わなければならない業務にするとともに、

① 児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等を弾力化する、

② 生活・就労・自立に関する相談等の機会や措置解除者等の間の相互相談等の場を提供する事業を制度に位置づける。
※ 措置解除者等：年間7,964人（令和元年度）

社会的養育経験者の自立支援（３．①関係）

18歳 20歳 22歳
18歳 20歳 22歳

措置延長

児童自立生活援助事業

【現行】 【見直し後】

措置延長

児童自立生活援助事業

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：高等学校の生徒、大学生、
その他の生徒又は学生で満20
歳に達した日から満22歳に達
する年度の末日までの間の者
で満20歳に達する日の前日ま
でに自立生活援助を利用して
いた措置解除者等

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：満20歳以上の措置解除者等
で高等学校の生徒、大学生そ
の他のやむを得ない事情によ
り自立生活援助の実施が必要
と都道府県知事が認めた者

別途予算対応

児童自立生活援助事業

＜児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等の弾力化＞

➢ 年齢要件について都道府県知事が認めた時点まで児童自立生活援助の実施を可能（※）にするとともに、教育機関に在
学していなければならない等の要件を緩和する。
※ 満20歳以降も児童自立生活援助事業を活用して同じ施設等に入所等し続けることを可能とする。

Ⓐ Ⓑ
Ⓑ

Ⓑ

Ⓐ



地域若者サポートステーション
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２ 事業概要等

１ 事業の目的

地域若者サポートステーション事業

就労に当たって困難を抱える若者等（15～49歳の無業の方）が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう、

地方公共団体と協働し、職業的自立に向けた就労支援を実施することを目的とする。

実施主体

⚫ キャリアコンサルタントによる相談内容等を踏まえ、個別の支援計画を作成。

⚫ コミュニケーション訓練、ビジネスマナー研修、就活セミナーなど、利用者の個別ニーズを踏ま

えた様々なプログラムを実施。

⚫ オンラインによる個別相談等も可能。

⚫ 高校・ハローワーク等の関係機関と連携し、就労を希望する中退者等の把握、サポステ職員が学

校や自宅等へ訪問するアウトリーチ支援を実施（学校と連携した支援）。

⚫ OJTとoff-JTを組み合わせた職場体験プログラムを実施。体験終了後は、職場体験実施事業所等で

の就労に向けた支援を実施。

⚫ 合宿形式を含めた集中訓練プログラムを実施し、生活習慣の改善、コミュニケーション能力の向

上、ビジネスマナーの習得などを集中的に支援。

⚫ 就職後、職場への定着・ステップアップに向けたフォローアップ相談を実施。

⚫ 地域の関係機関（福祉機関等）とネットワークを形成し、連携（必要に応じて相互にリファー）。

支援内容

都道府県労働局がNPO法人等の民間団体に委託。令和５年度177か所（全都道府県に設置）。

地方公共団体は、サポステが入居する施設の無償貸与や減免措置、地方公共団体の広報誌等におけるサポステの広報など、地域の実情を踏まえた措置を実施。



公民館、図書館、青少年施設
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公民館の概要

〇社会教育法第20条に規定する、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関
する各種の事業を行い、住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与す
ることを目的とする社会教育施設。

1.事業の目的、内容

〇全国13,163館＜令和３年度「社会教育調査」（令和３年10月１日時点）＞
・市（区）立 9,282館（81.7％） ・町立 3,272館（79.4％） ・村立 607館（72.1％） ・法人 2館
※カッコ内は設置している自治体の割合。

２.設置状況

〇市町村及び公民館設置の目的をもって設立された一般社団法人又は一般財団法人

３.設置及び運営主体

〇第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理において、「公民館における地域のコミュニティ拠点機能の強
化を図る観点からは、子供の居場所としての公民館の活用、住民相互の学び合い・交流の促進、各地方公共団体における
関連施設･施策や民間企業等との連携を進めるとともに、地域住民や有識者からの外部評価を活用した運営の改善や公民
館への社会教育士の配置を進めることなどが必要である。」と記載されている。
〇今後の生涯学習・社会教育の振興方策（重点事項）について（令和５年３月15日中央教育審議会総会（第135
回））において、子供や若者が集い学び合う場としての社会教育施設を推進し、公民館等の社会教育施設が子供や若者の
集い学び合う場となり、子供の居場所としての役割も果たせるよう、優良事例を収集し、横展開を図ると記載されている。

４.公民館をめぐる動き
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図書館の概要

〇図書館法第２条に規定する、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、一般公衆の利用に供し、その教
養、調査研究、レクリエーシヨン等に資することを目的とする施設。（学校に附属する図書館又は図書室を除く。）

1.事業の目的、内容

〇全国3394館 ＜令和3年度「社会教育調査」（令和3年10月1日時点）＞
・都道府県立 59館（100％） ・市（区）立 2,670館（99.1％） ・町立 590館（64.9％）
・村立 53館（29％） ・法人立 22館 ※都道府県・市町村首長部局所管の「図書館同種施設」を含む・カッコ内は設置率

２.設置状況

〇地方公共団体、日本赤十字社又は一般社団法人若しくは一般財団法人

３.設置及び運営主体

〇第五次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画において、 「子どもの視点に立った読書活動の推進を行うことが重
要である」ことや、「家庭でも学校でもない落ち着ける空間として、図書館が見直されており、 子どもたちが立ち寄りやすく、心地
よい場所とすることで、本に触れるきっかけが生まれる可能性もある」ことが記載されている。
〇今後の生涯学習・社会教育の振興方策（重点事項）について（令和５年３月15日中央教育審議会総会（第135
回））において、子供や若者が集い学び合う場としての社会教育施設を推進し、図書館等の社会教育施設が子供や若者の
集い学び合 う場となり、子供の居場所としての役割も果たせるよう、優良事例を収集し、横展開を図ると記載されている。

４.図書館をめぐる動き
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独立行政法人国立青少年教育振興機構

目的

沿革

我が国の青少年教育のナショナルセンターとして、青少
年を巡る様々な課題へ対応するため、青少年に対し教育
的な観点から、より総合的・体系的な一貫性のある体験
活動等の機会や場を提供するとともに、青少年教育指導
者の養成及び資質向上、青少年教育に関する調査及び
研究、関係機関・団体等との連携促進、青少年教育団体
が行う活動に対する助成を行い、我が国の青少年教育の
振興及び青少年の健全育成を図ることを目的とする。

皇太子殿下（上皇殿下）のご成婚を記念し、国立中央青年
の家設立。以降、昭和51年までに全国13か所に国立
青年の家設置。

東京オリンピックの選手村跡地の一部を利用し、特殊法
人オリンピック記念青少年総合センター設立。

「学制百年記念事業」の一環として、国立室戸少年自然
の家設立。以降、平成3年までに全国14か所に国立少年
自然の家設置。

国立オリンピック記念青少年総合センターとなる。

国立オリンピック記念青少年総合センター、国立青年の
家、国立少年自然の家が独立行政法人となる。

3法人が統合して独立行政法人国立青少年教育振興機構
となる。

昭和34年

昭和40年

昭和50年

昭和55年

平成13年

平成18年

職員数 令和5年度予算額

500
名

⚫運営費交付金

7,947百万円
⚫常勤役員3名
⚫非常勤役員3名
※令和5年4月1日現在

ほか

◎は青少年交流の家
○は青少年自然の家

国立青少年教育施設（28施設）

国立江田島青少年交流の家
（広島県江田島市、昭和42年度設置）

国立三瓶青少年交流の家
（島根県大田市、昭和51年度設置）

国立吉備青少年自然の家
（岡山県加賀郡吉備中央町、昭和57年度設置）

国立若狭湾青少年自然の家
（福井県小浜市、昭和59年度設置）

国立能登青少年交流の家
（石川県羽咋市、昭和46年度設置）

国立立山青少年自然の家
（富山県中新川郡立山町、昭和58年度設置）

国立妙高青少年自然の家
（新潟県妙高市、平成3年度設置）

国立磐梯青少年交流の家
（福島県耶麻郡猪苗代町、昭和39年度設置）

国立岩手山青少年交流の家
（岩手県岩手郡滝沢村、昭和47年度設置）

国立諫早青少年自然の家
（長崎県諫早市、昭和52年度）

国立乗鞍青少年交流の家
（岐阜県高山市、昭和49年度設置）国立淡路青少年交流の家

（兵庫県南あわじ市、昭和44年度）

国立沖縄青少年交流の家
（沖縄県島尻郡渡嘉敷村、昭和47年度）

国立室戸青少年自然の家
（高知県室戸市、昭和50年度）

国立大洲青少年交流の家
（愛媛県大洲市、昭和48年度）

国立阿蘇青少年交流の家
（熊本県阿蘇市、昭和38年度）

国立曽爾高青少年自然の家
（奈良県宇陀郡曽爾村、昭和54年度）

国立山口徳地青少年自然の家
（山口県山口市、平成1年度設置）

国立日高青少年自然の家
（北海道沙流郡日高町、昭和56年度設置）

国立大雪青少年交流の家
（北海道上川郡美瑛町，昭和40年度設置）

国立花山青少年自然の家
（宮城県栗原市、昭和53年度設置）

国立那須甲子青少年自然の家
（福島県西白河郡西郷村、昭和51年度設置）

国立赤城青少年交流の家
（群馬県前橋市、昭和45年度設置）

国立信州高遠青少年自然の家
（長野県伊那市、平成2年度設置）

国立中央青少年交流の家
（静岡県御殿場市、昭和34年度設置）

国立オリンピック記念
青少年総合センター

（東京都渋谷区、昭和40年度設置）

※法人
本部

国立夜須高原青少年
自然の家

（福岡県朝倉郡筑前町、
昭和63年度設置）

国立大隈青少年自然の家
（鹿児島県鹿屋市、昭和61年度）

※令和4年度補正予算施設整備費補助金

769百万円
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事業概要

①青少年及び青少年教育指導者等を対象とする教育事業の実施

⚫次代を担う青少年の自立に向けた健全育成推進事業

青少年のための専門性の高いモデル的体験活動の開発

グローバル人材の育成を見据えた国際交流の推進
⚫青少年教育指導者等の養成及び資質の向上
⚫青少年の体験活動等の重要性に係る普及・啓発
（「体験の風をおこそう」運動、「早寝早起き朝ごはん」国民
運動等）

⚫子供の貧困対策

②青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援

⚫研修目的の達成に向けた教育指導・助言
⚫活動プログラムの提供

③青少年教育に関する基礎的・専門的な調査研究

⚫調査及び研究、成果の提供

④青少年教育団体が行う活動に対する支援（子どもゆめ基金事業）

※平成 13年 4月に超党派の「子どもの未来を考える議員連盟」
（中曽根弘文会長）が創設

事業種類 事業数 延参加者数

次代を担う青少年の自立に向けた健全育成推進事
業

568 71,997

青少年教育指導者等の養成及び資質の向上 137 7,803

合計 705 79,800

⚫ 教育事業実施状況（令和3年度）

助成対象活動 申請件数 採択件数

体験活動 4,078 3,055

読書活動 413 323

教材開発・普及活動 25 13

合計 4,516 3,391

⚫ 子どもゆめ基金実施状況（令和4年度）

国立曽爾青少年自然の家

「そに森の子キャンプ」

教育プログラムの例

⚫対象：小学校１年生～３年生（90名）
⚫概要：森林の機能や森林の恵みを享受

して生きる人々の暮らしについ
て理解するプログラム

3,037,877 3,018,590 2,985,916 2,840,883 2,898,365 2,758,824 2,865,988 2,849,245 2,811,004 2,846,250 2,744,165 2,677,534 2,551,420 2,347,589 308,675 580,701 

1,863,222 1,747,299 1,877,705 2,021,397 2,097,190 
2,111,296 

2,273,314 2,318,752 2,292,381 2,339,984 
2,327,958 2,422,193 2,499,917 

2,304,769 

613,045 

791,516 

4,901,099 
4,765,889 4,863,621 4,862,280 

4,995,555 
4,870,120 

5,139,302 5,167,997 5,103,385 5,174,208 
5,084,149 5,099,727 5,051,337 

4,652,358 

921,720 

1,372,217 

56.7%
58.6%

60.8% 61.4%
60.3%

58.3%
59.8% 60.3% 60.0% 60.7% 60.7%

59.2% 58.4% 58.1%

15.7%

26.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0 人

1,000,000 人

2,000,000 人

3,000,000 人
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5,000,000 人

6,000,000 人

7,000,000 人

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３

宿泊利用者数 日帰り利用者数 宿泊室稼働率
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国立施設 公立少年自然の家 公立青年の家（宿泊） 公立青年の家（非宿泊）

公立青少年教育施設について

・国公立青少年教育施設数

※１ 出典：社会教育調査（文部科学省）
※２ 国立施設（独立行政法人）が調査対象となったのは平成２０年度調査以降である。

平成１７年度以前の国立施設数については、青少年教育課（当時）にて追加。
※３ 国立施設には、「その他青少年教育施設（国立オリンピック記念青少年総合センター）」を含む。

（施設数）
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※活動実績のない新規団体は、原則として限度額の2分の1とする

子どもゆめ基金事業 （独立行政法人国立青少年教育振興機構）

助成対象団体

社団法人や財団法人、NPO法人など青少年教育に関する事業を
行う民間団体

助成対象となる事業内容

体験活動への助成 読書活動への助成

活動分野 申請件数 採択件数 交付決定額

合計 4,516件（▲403件） 3,391件（▲512件） 14.7億円（▲0.6億円）

うち、体験活動 4,078件（▲310件） 3,055件（▲428件） 12.4億円（▲0.8億円）

うち、読書活動 413件（▲ 87件） 323件（▲ 84件） 1.5億円（ 0.02億円）

活動時期 申請・交付決定スケジュール

一次募集
令和5年4月1日
～令和6年3月31日

○ 電子申請：令和4年10月1日～11月29日
○ 交付決定：令和5年4月

二次募集
令和5年10月1日
～令和6年3月31日

○ 電子申請：令和5年5月1日～6月27日
○ 交付決定：令和5年8月（予定）

令和4年度助成金の申請・採択状況 ※（ ）前年度比増減

活動規模別の助成金限度額

募集スケジュール（令和5年度）

活動規模 参加者を募集する範囲 限度額

全国規模 24都道府県以上で募集 600万円

都道府県規模 都道府県全域又は複数都道府県にて募集 200万円

市区町村規模 市区町村単位又は複数市区町村にて募集 100万円

①子供の体験活動の振興を図る活動に対する助成

（ア）子供を対象とする体験活動
⚫自然観察、キャンプなどの自然体験活動
⚫文化・芸術、スポーツ等を通じ交流を目的とする体験活動
⚫清掃活動、高齢者介護体験などの社会奉仕体験活動など

（イ）子供の体験活動を支援する活動
⚫子供の体験活動の指導者養成など
※単なるスポーツ大会等の競技会のような活動や、特定のチームの
メンバー又は団体構成員を対象とした活動や、上位大会出場を目指
した技術向上のための活動は助成対象外

②子供の読書活動の振興を図る活動に対する助成

③子供向けソフト教材の開発・普及活動に対する助成

未来を担う夢をもった子供の健全育成を推進するため、地域の民間団体が行う様々
な体験活動や読書活動への助成を実施

趣
旨


